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平成 23年 10月 

一般社団法人 薬学教育評価機構 

 



 

「薬学教育評価 評価基準」における『基準』と『観点』について 

 

本機構は、各薬科大学・薬学部の６年制薬学教育プログラムを対象とし、「薬学教育評価 評

価基準」に基づき評価を実施します。 

 

『基準』は、６年制薬学教育プログラムとして満たすことが必要と考えられる要件および当

該学部・学科の教育研究上の目的に照らして教育活動等の状況を多面的に分析するための内容

を定めたものです。 

 

『基準』は、その内容により、次の２つに分類されます。 

（１） 各学部・学科において、定められた内容が満たされていることが求められるもの。 

例 「・・・であること。」「・・・されていること。」 等 

（２） 各学部・学科において、少なくとも、定められた内容に関わる措置を講じていることが求

められるもの。 

例 「・・・に努めていること。」 等 

 

『観点』は、各『基準』に関するガイドラインを示したもので、その内容により、次の３つ 

に分類されます。 

（１） 各学部・学科において、定められた内容が満たされていることが求められるもの。 

例 「・・・であること。」「・・・されていること。」 等 

（２） 各学部・学科において、少なくとも、定められた内容に関わる措置を講じていることが求 

められるもの。 

例 「・・・に努めていること。」 等 

（３） 各学部・学科において、定められた内容が実施されていれば、評価において「優れている」 

と判断されるもの。  

例 「・・・が望ましい。」 等 



教育研究上の目的 
１ 教育研究上の目的 

【基準 １-１】 

薬学教育プログラムにおける教育研究上の目的が、大学または学部の理念ならびに薬剤師養成教育

に課せられた基本的な使命を踏まえて設定され、公表されていること。 

 

【観点 １-１-１】教育研究上の目的が、大学または学部の理念ならびに薬剤師養成教育に

課せられた基本的な使命を踏まえて設定されていること。 

【観点 １-１-２】教育研究上の目的が、医療を取り巻く環境、薬剤師に対する社会のニー

ズを適確に反映したものとなっていること。 

【観点 １-１-３】教育研究上の目的が、学則等で規定され、教職員および学生に周知され

ていること。 

【観点 １−１−４】教育研究上の目的が、ホームページなどで広く社会に公表されていること。 

【観点 １−１−５】教育研究上の目的について、定期的に検証するよう努めていること。 

 

 

薬学教育カリキュラム 

２ カリキュラム編成 

【基準 ２-１】 

教育研究上の目的に基づいて教育課程の編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）が設定され、

公表されていること。 

 

【観点 ２-１-１】教育研究上の目的に基づいて教育課程の編成・実施の方針が設定されて

いること。 

【観点 ２-１-２】教育課程の編成・実施の方針を設定するための責任ある体制がとられて

いること。  

【観点 ２-１-３】教育課程の編成・実施の方針が、教職員および学生に周知されていること。 

【観点 ２−１−４】教育課程の編成・実施の方針が、ホームページなどで広く社会に公表さ

れていること。 

 

【基準 ２-２】 

薬学教育カリキュラムが、教育課程の編成・実施の方針に基づいて構築されていること。 

 

【観点 ２-２-１】薬学教育カリキュラムが教育課程の編成・実施の方針に基づいて編成

されていること。 

【観点 ２-２-２】薬学教育カリキュラムが薬学共用試験や薬剤師国家試験の合格のみを

目指した教育に過度に偏っていないこと。 

【観点 ２-２-３】薬学教育カリキュラムの構築と必要に応じた変更を速やかに行う体制が

整備され、機能していること。 



３ 医療人教育の基本的内容 

（３-１）ヒューマニズム教育・医療倫理教育 

【基準 ３-１-１】 

医療人としての薬剤師となることを自覚し、共感的態度および人との信頼関係を醸成する態度を身

につけるための教育が体系的かつ効果的に行われていること。 

 

【観点 ３-１-１-１】医療人として生命に関わる薬学専門家に相応しい行動を身につけ

るための教育が体系的に行われていること。 

【観点 ３-１-１-２】医療全般を概観し、薬剤師としての倫理観、使命感、職業観を醸成す

る教育が効果的な学習方法を用いて行われていること。 

【観点 ３-１-１-３】医療人として、患者や医療提供者の心理、立場、環境を理解し、相互

の信頼関係を構築するために必要な教育が効果的な学習方法を用い

て行われていること。 

【観点 ３-１-１-４】ヒューマニズム教育・医療倫理教育において、目標達成度を評価する

ための指標が設定され、それに基づいて適切に評価されていること。 

【観点 ３-１-１-５】単位数は、（３-２）～（３-５）と合わせて、卒業要件の１／５以上

に設定されていることが望ましい。 

  

 

（３-２）教養教育・語学教育 

【基準 ３-２-１】 

見識ある人間としての基礎を築くために、人文科学、社会科学および自然科学などを広く学び、物

事を多角的にみる能力および豊かな人間性・知性を養うための教育が行われていること。 

 

【観点 ３-２-１-１】薬学準備教育ガイドラインを参考にするなど、幅広い教養教育プログ

ラムが提供されていること。 

【観点 ３-２-１-２】社会のニーズに応じた選択科目が用意され、時間割編成における配慮

がなされていること。 

【観点 ３-２-１-３】薬学領域の学習と関連付けて履修できる体系的なカリキュラム編

成が行われていることが望ましい。 

 

【基準 ３-２-２】 

相手の立場や意見を尊重した上で、自分の考えや意見を適切に表現するための基本的知識、技能お

よび態度を修得するための教育が行われていること。 

 

【観点 ３-２-２-１】相手の話を傾聴し、共感するなど、コミュニケーションの基本的

能力を身につけるための教育が行われていること。 

【観点 ３-２-２-２】聞き手および自分が必要とする情報を把握し、状況を的確に判断

できる能力を醸成する教育が行われていること。 



【観点 ３-２-２-３】個人および集団の意見を整理して発表できる能力を醸成する教育

が行われていること。 

【観点 ３-２-２-４】コミュニケーション能力および自己表現能力を身につけるための

教育において、目標達成度を評価するための指標が設定され、そ

れに基づいて適切に評価されていること。 

  

【基準 ３-２-３】 

社会のグローバル化に対応するための国際的感覚を養うことを目的とした語学教育が行われている

こと。 

 

【観点 ３-２-３-１】語学教育に、「読む」、「書く」、「聞く」、「話す」の要素を取り入れた

授業科目が用意されていること。 

【観点 ３-２-３-２】語学教育において、「読む」、「書く」、「聞く」、「話す」の要素を全て

修得できるような時間割編成や履修指導に努めていること。 

【観点 ３-２-３-３】医療現場で薬剤師に必要とされる語学力を身につけるための教育が

行われるよう努めていること。 

【観点 ３-２-３-４】医療の進歩・変革に対応するために必要とされる語学力を身につけ

るための教育が行われていることが望ましい。 

【観点 ３-２-３-５】語学力を身につけるための教育が体系的に行われていることが望ましい。 

 

（３-３）薬学専門教育の実施に向けた準備教育 

【基準 ３-３-１】 

薬学専門教育を効果的に履修するために必要な教育プログラムが適切に準備されていること。 

 

【観点 ３-３-１-１】学生の入学までの学修歴等を考慮した教育プログラムが適切に準

備されていること。 

 

【基準 ３-３-２】 

学生の学習意欲が高まるような早期体験学習が行われていること。 

 

【観点 ３-３-２-１】薬剤師が活躍する現場などを広く見学させていること。 

【観点 ３-３-２-２】学生による発表会、総合討論など、学習効果を高める工夫がなさ

れていること。 

 

（３-４）医療安全教育 

【基準 ３-４-１】 

薬害・医療過誤・医療事故防止に関する教育が医薬品の安全使用の観点から行われていること。 

 

【観点 ３-４-１-１】薬害、医療過誤、医療事故の概要、背景、その後の対応および予防策・

解決策に関する教育が行われていること。 



【観点 ３-４-１-２】薬害、医療過誤、医療事故等の被害者やその家族、弁護士、医療にお

ける安全管理者を講師とするなど、学生が肌で感じる機会を提供する

とともに、医薬品の安全使用について科学的な視点と客観的な判断力

が養われるよう努めていること。 

 

（３-５）生涯学習の意欲醸成 

【基準 ３-５-１】 

医療人としての社会的責任を果たす上で、卒業後も継続した学習が必須であることを認識するため

の教育が行われていること。  

 

【観点 ３-５-１-１】医療の進歩に対応するために生涯学習が必要であることを、教員だ

けでなく、医療現場で活躍する薬剤師などからも聞く機会を設けて

いること。 

【観点 ３-５-１-２】卒後研修会などの生涯学習プログラムに在学中から参加する機会

を提供するよう努めていること。 

【観点 ３-５-１-３】生涯学習に対する意欲を醸成するための教育が体系的に行われてい

ることが望ましい。 

 

 

４ 薬学専門教育の内容 

（４-１）薬学教育モデル・コアカリキュラムに準拠した教育内容 

【基準 ４-１-１】 

教育課程の構成と教育目標が、薬学教育モデル・コアカリキュラムに準拠していること。 

 

【観点 ４-１-１-１】各授業科目のシラバスに一般目標と到達目標が明示され、それらが

薬学教育モデル・コアカリキュラムの教育目標に準拠していること。 

 

【基準 ４-１-２】 

各授業科目の教育目標の達成に適した学習方略を用いた教育が行われていること。 

 

【観点 ４-１-２-１】各到達目標の学習領域（知識・技能・態度）に適した学習方法を用い

た教育が行われていること。 

【観点 ４-１-２-２】科学的思考力の醸成に役立つ技能および態度を修得するため、実験

実習が十分に行われていること。 

【観点 ４-１-２-３】各授業科目において、基礎と臨床の知見を相互に関連付けるよう努

めていること。 

【観点 ４-１-２-４】患者・薬剤師・他の医療関係者・薬事関係者との交流体制が整備さ

れ、教育へ直接的に関与していることが望ましい。 

 



【基準 ４-１-３】 

各授業科目の実施時期が適切に設定されていること。 

 

【観点 ４-１-３-１】効果的な学習ができるよう、当該科目と他科目との関連性に配慮した

カリキュラム編成が行われていること。 

 

 

（４-２）大学独自の薬学専門教育の内容 

【基準 ４-２-１】 

大学独自の薬学専門教育が、各大学の教育研究上の目的に基づいてカリキュラムに適確に含まれて

いること。 

 

【観点 ４-２-１-１】薬学教育モデル・コアカリキュラムおよび実務実習モデル・コアカリ

キュラム以外に、大学独自の薬学専門教育が各大学の教育研究上の目

的に基づいて行われていること。 

【観点 ４-２-１-２】大学独自の薬学専門教育が、科目あるいは科目の一部として構成さ

れており、シラバス等に明示されていること。 

【観点 ４-２-１-３】大学独自の薬学専門教育を含む授業科目の時間割編成が選択可能な構

成になっているなど、学生のニーズに配慮されていることが望ましい。 

 

 

５ 実務実習 

（５-１）実務実習事前学習 

【基準 ５-１-１】 

事前学習が、実務実習モデル・コアカリキュラムに準拠して適切に実施されていること。 

 

【観点 ５-１-１-１】教育目標（一般目標・到達目標）が実務実習モデル・コアカリキュ

ラムに準拠していること。 

【観点 ５-１-１-２】学習方法、時間数、場所等が実務実習モデル・コアカリキュラムに

沿って実施されていること。 

【観点 ５-１-１-３】実務実習事前学習が、適切な指導体制の下に行われていること。 

【観点 ５-１-１-４】実務実習における学習効果が高められる時期に実施されていること。 

【観点 ５-１-１-５】実務実習事前学習の目標達成度を評価するための指標が設定され、

それに基づいて適切に評価されていること。 

【観点 ５-１-１-６】実務実習の開始時期と実務実習事前学習の終了時期が離れる場合に

は、実務実習の直前に実務実習事前学習の到達度が確認されている

ことが望ましい。 

 

 



（５-２）薬学共用試験 

【基準 ５-２-１】 

薬学共用試験（CBTおよびOSCE）を通じて実務実習を履修する学生の能力が一定水準に到達している

ことが確認されていること。 

 

【観点 ５-２-１-１】実務実習を行うために必要な能力を修得していることが、薬学共用

試験センターの提示した合格基準に基づいて確認されていること。 

【観点 ５-２-１-２】薬学共用試験（CBTおよびOSCE）の実施時期、実施方法、受験者数、

合格者数および合格基準が公表されていること。 

 

【基準 ５-２-２】 

薬学共用試験（CBTおよびOSCE）を適正に行う体制が整備されていること。 

 

【観点 ５-２-２-１】薬学共用試験センターの「実施要項」に基づいて行われていること。 

【観点 ５-２-２-２】学内のCBT委員会およびOSCE委員会が組織され、薬学共用試験が公正

かつ円滑に実施されるよう機能していること。 

【観点 ５-２-２-３】CBTおよびOSCEを適正に行えるよう、学内の施設と設備が整備されて

いること。 

 

（５-３）病院・薬局実習 

【基準 ５-３-１】 

実務実習を円滑に行うために必要な体制が整備されていること。 

 

【観点 ５-３-１-１】実務実習委員会が組織され、実務実習が円滑に実施されるよう機能

していること。 

【観点 ５-３-１-２】実務実習に関する責任体制が明確にされていること。 

【観点 ５-３-１-３】実務実習に先立ち、必要な健康診断、予防接種などの実施状況

が確認されていること。 

【観点 ５-３-１-４】薬学部の全教員が参画していることが望ましい。  

 

【基準 ５-３-２】 

学生の病院・薬局への配属が適正になされていること。 

 

【観点 ５-３-２-１】学生の配属決定の方法と基準が事前に提示され、配属が公正に行わ

れていること。 

【観点 ５-３-２-２】学生の配属決定に際し、通学経路や交通手段への配慮がなされてい

ること。 

【観点 ５-３-２-３】遠隔地における実習が行われる場合は、大学教員が当該学生の実習

および生活の指導を十分行うように努めていること。 



【基準 ５-３-３】 

実務実習モデル・コアカリキュラムに準拠した実務実習が、適正な指導者・設備を有する施設にお

いて実施されるよう努めていること。 

 

【観点 ５-３-３-１】実務実習が適正な指導者のもとで実施されるよう努めていること。 

【観点 ５-３-３-２】実務実習が適正な設備を有する実習施設において実施されるよう

努めていること。 

 

【基準 ５-３-４】 

実務実習が、実務実習モデル・コアカリキュラムの目標・方略に準拠して適切に実施されていること。  

 

【観点 ５-３-４-１】教育目標（一般目標・到達目標）が実務実習モデル・コアカリキュ

ラムに準拠していること。 

【観点 ５-３-４-２】学習方法、時間数、場所等が実務実習モデル・コアカリキュラムに

沿って実施されていること。 

【観点 ５-３-４-３】病院と薬局における実務実習の期間が各々標準（11週間）より原則

として短くならないこと。 

 

【基準 ５-３-５】 

実務実習が、実習施設と学部・学科との間の適切な連携の下に実施されていること。 

 

【観点 ５-３-５-１】事前打ち合わせ、訪問、実習指導などにおいて適切な連携がとられて

いること。 

【観点 ５-３-５-２】実習施設との間で、学生による関連法令や守秘義務等の遵守に関す

る指導監督についてあらかじめ協議し、その確認が適切に行われて

いること。 

 

【基準 ５-３-６】 

実務実習の評価が、実習施設と学部・学科との間の適切な連携の下、適正に行われていること。  

 

【観点 ５-３-６-１】評価基準を設定し、学生と実習施設の指導者に事前に提示したうえで、

実習施設の指導者との連携の下、適正な評価が行われていること。 

【観点 ５-３-６-２】学生、実習施設の指導者、教員の間で、実習内容、実習状況およ

びその成果に関する評価のフィードバックが、実習期間中に適切

に行われていること。 

【観点 ５-３-６-３】実習終了後に、実習内容、実習状況およびその成果に関する意見

聴取が、学生、実習施設の指導者、教員から適切に行われていること。 

【観点 ５-３-６-４】実務実習の総合的な学習成果が適切な指標に基づいて評価されて

いることが望ましい。 



６ 問題解決能力の醸成のための教育  

（６-１）卒業研究 

【基準 ６-１-１】 

研究課題を通して、新しい発見に挑み、科学的根拠に基づいて問題点を解決する能力を修得するた

めの卒業研究が行われていること。 

 

【観点 ６-１-１-１】卒業研究が必修単位とされており、実施時期および実施期間が適

切に設定されていること。 

【観点 ６-１-１-２】卒業論文が作成されていること。 

【観点 ６-１-１-３】卒業論文には、研究成果の医療や薬学における位置づけが考察さ

れていること。 

【観点 ６-１-１-４】学部・学科が主催する卒業研究発表会が開催されていること。 

【観点 ６-１-１-５】卒業論文や卒業研究発表会などを通して問題解決能力の向上が適

切に評価されていること。 

 

（６-２）問題解決型学習  

【基準 ６-２-１】 

問題解決能力の醸成に向けた教育が、体系的かつ効果的に実施されていること。 

 

【観点 ６-２-１-１】問題解決能力の醸成に向けた教育が体系的に実施され、シラバスに内

容が明示されていること。 

【観点 ６-２-１-２】参加型学習、グループ学習、自己学習など、学生が能動的に問題解決

に取り組めるよう学習方法に工夫がなされていること。 

【観点 ６-２-１-３】問題解決能力の醸成に向けた教育において、目標達成度を評価するた

めの指標が設定され、それに基づいて適切に評価されていること。 

【観点 ６-２-１-４】卒業研究やproblem-based learningなどの問題解決型学習の実質的な

実施時間数が18単位（大学設置基準における卒業要件単位数の1／10）

以上に相当するよう努めていること。 

 

学生 

７ 学生の受入 

【基準 ７-１】 

教育研究上の目的に基づいて入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）が設定され、公表され

ていること。    

 

【観点 ７-１-１】教育研究上の目的に基づいて入学者受入方針が設定されていること。 

【観点 ７-１-２】入学者受入方針を設定するための責任ある体制がとられていること。 

【観点 ７-１-３】入学者受入方針などがホームページ等を通じて公表され、学生の受入に

関する情報が入学志願者に対して事前に周知されていること。 



【基準 ７-２】 

学生の受入に当たって、入学志願者の適性および能力が適確かつ客観的に評価されていること。 

 

【観点 ７-２-１】入学志願者の評価と受入の決定が、責任ある体制の下で行われていること。 

【観点 ７-２-２】入学者選抜に当たって、入学後の教育に求められる基礎学力が適確に

評価されていること。 

【観点 ７-２-３】医療人としての適性を評価するための工夫がなされていることが望ましい。 

 

【基準 ７-３】 

入学者数が入学定員数と乖離していないこと。 

 

【観点 ７-３-１】最近６年間の入学者数が入学定員数を大きく上回っていないこと。 

【観点 ７-３-２】最近６年間の入学者数が入学定員数を大きく下回っていないこと。 

 

 

８ 成績評価・進級・学士課程修了認定 

（８-１）成績評価 

【基準 ８-１-１】 

各科目の成績評価が、公正かつ厳格に行われていること。 

 

【観点 ８-１-１-１】各科目において成績評価の方法・基準が設定され、かつ学生に周知さ

れていること。 

【観点 ８-１-１-２】当該成績評価の方法・基準に従って成績評価が公正かつ厳格に行わ

れていること。 

【観点 ８-１-１-３】成績評価の結果が、必要な関連情報とともに当事者である学生に告

知されていること。 

 

（８-２）進級 

【基準 ８-２-１】 

公正かつ厳格な進級判定が行われていること。 

 

【観点 ８-２-１-１】進級基準（進級に必要な修得単位数および成績内容）、留年の場

合の取り扱い（再履修を要する科目の範囲）等が設定され、学生

に周知されていること。 

【観点 ８-２-１-２】進級基準に従って公正かつ厳格な判定が行われていること。 

【観点 ８-２-１-３】留年生に対し、教育的配慮が適切になされていること。 

【観点 ８-２-１-４】留年生に対し、原則として上位学年配当の授業科目の履修を制限

する制度が採用されていることが望ましい。 

 



【基準８-２-２】 

学生の在籍状況（留年・休学・退学など）が確認され、必要に応じた対策が実施されていること。 

 

【観点 ８-２-２-１】学生の在籍状況（留年・休学・退学など）が入学年次別に分析され、

必要に応じた対策が適切に実施されていること。 

 

（８-３）学士課程修了認定 

【基準８-３-１】 

教育研究上の目的に基づいて学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）が設定され、公表されてい

ること。 

 

【観点 ８-３-１-１】教育研究上の目的に基づいて学位授与の方針が設定されていること。 

【観点 ８-３-１-２】学位授与の方針を設定するための責任ある体制がとられていること。 

【観点 ８-３-１-３】学位授与の方針が教職員および学生に周知されていること。 

【観点 ８-３-１-４】学位授与の方針がホームページなどで広く社会に公表されていること。 

 

【基準 ８-３-２】 

学士課程修了の認定が、公正かつ厳格に行われていること。 

 

【観点 ８-３-２-１】学士課程の修了判定基準が適切に設定され、学生に周知されていること。 

【観点 ８-３-２-２】学士課程の修了判定基準に従って適切な時期に公正かつ厳格な判定が

行われていること。 

【観点 ８-３-２-３】学士課程の修了判定によって留年となった学生に対し、教育的配慮が適

切になされていること。 

 

【基準 ８-３-３】 

教育研究上の目的に基づいた教育における総合的な学習成果を適切に評価するよう努めていること。 

 

【観点 ８-３-３-１】教育研究上の目的に基づいた教育における総合的な学習成果を測定

するための指標を設定するよう努めていること。 

【観点 ８-３-３-２】総合的な学習成果の測定が設定された指標に基づいて行われている

ことが望ましい。 

 

 

９ 学生の支援 

（９-１）修学支援体制  

【基準 ９-１-１】 

学生が在学期間中に教育課程上の成果を上げられるよう、履修指導・学習相談の体制がとられてい

ること。 



【観点 ９-１-１-１】入学者に対して、薬学教育の全体像を俯瞰できるような導入ガイダ

ンスが適切に行われていること。 

【観点 ９-１-１-２】入学までの学修歴等に応じて、薬学準備教育科目の学習が適切に行

われるように、履修指導が行われていること。 

【観点 ９-１-１-３】履修指導（実務実習を含む）において、適切なガイダンスが行われ

ていること。 

【観点 ９-１-１-４】在学期間中の学生の学習状況に応じて、薬学教育科目の学習が適切

に行われるように、履修指導・学習相談がなされていること。 

 

【基準 ９-１-２】 

学生が学修に専念できるよう、学生の経済的支援に関する体制が整備されていること。 

 

【観点 ９-１-２-１】奨学金等の経済的支援に関する情報提供窓口を設けていること。 

【観点 ９-１-２-２】独自の奨学金制度等を設けていることが望ましい。 

 

【基準 ９-１-３】 

学生が学修に専念できるよう、学生の健康維持に関する支援体制が整備されていること。 

 

【観点 ９-１-３-１】学生のヘルスケア、メンタルケア、生活相談のための学生相談室など

が整備され、周知されていること。 

【観点 ９-１-３-２】健康管理のため定期的に健康診断を実施し、学生が受診するよう適切

な指導が行われていること。 

 

【基準 ９-１-４】 

学生に対するハラスメントを防止する体制が整備されていること。 

 

【観点 ９-１-４-１】ハラスメント防止に関する規定が整備されていること。 

【観点 ９-１-４-２】ハラスメント問題に対応する委員会・相談窓口が設置されていること。 

【観点 ９-１-４-３】ハラスメント防止に関する取組みについて、学生への広報が行わ

れていること。 

 

【基準 ９-１-５】 

身体に障がいのある者に対して、受験の機会を提供するよう配慮するとともに、身体に障がいのあ

る学生に対する施設・設備上および学修・生活上の支援体制の整備に努めていること。 

 

【観点 ９-１-５-１】身体に障がいのある者に対して、受験の機会を提供するよう配慮し

ていること。 

【観点 ９-１-５-２】身体に障がいのある学生に対する施設・設備上および学修・生活上

の支援体制の整備に努めていること。 



【基準 ９-１-６】 

学生が主体的に進路を選択できるよう、必要な支援体制が整備されていること。 

 

【観点 ９-１-６-１】進路選択に関する支援組織や委員会が設置されていること。 

【観点 ９-１-６-２】就職セミナーなど、進路選択を支援する取組みを行うよう努めて

いること。 

 

【基準 ９-１-７】 

学生の意見を教育や学生生活に反映するための体制が整備されていること。 

 

【観点 ９-１-７-１】学生の意見を収集するための組織や委員会が設置されていること。 

【観点 ９-１-７-２】学生の意見を教育や学生生活に反映するために必要な取組みが行

われていること。 

 

（９-２）安全・安心への配慮 

【基準 ９-２-１】 

学生が安全かつ安心して学修に専念するための体制が整備されていること。 

 

【観点 ９-２-１-１】実験・実習および卒業研究等に必要な安全教育の体制が整備されて

いること。 

【観点 ９-２-１-２】各種保険（傷害保険、損害賠償保険等）に関する情報の収集・管理

が行われ、学生に対して加入の必要性等に関する指導が適切に行わ

れていること。 

【観点 ９-２-１-３】事故や災害の発生時や被害防止のためのマニュアルが整備され、講

習会などの開催を通じて学生および教職員へ周知されていること。 

 

教員組織・職員組織 

１０ 教員組織・職員組織 

（１０-１）教員組織  

（専任教員：非常勤を除く、薬学教育を主たる担当とする教員） 

【基準 １０-１-１】 

教育研究上の目的に沿った教育研究活動の実施に必要な教員が置かれていること。 

 

【観点 １０-１-１-１】専任教員数が大学設置基準に定められている数以上であること。 

【観点 １０−１−１−２】教育の水準の向上をより一層図るために専任教員数が大学設置基

準に定められている数を大幅に超えるよう努めていること（１名

の教員に対して学生数が10名以内であることが望ましい）。 

【観点 １０−１−１−３】専任教員について、教授、准教授、講師、助教の数と比率が適切

に構成されていること。 



【基準 １０-１-２】 

専門分野について、教育上および研究上の優れた実績を有する者、あるいは優れた知識・経験およ

び高度の技術・技能を有する者のいずれかに該当し、かつ、その担当する専門分野に関する教育上の

指導能力と高い見識があると認められる者が、専任教員として配置されていること。 

 

【観点 １０-１-２-１】専門分野について、教育上および研究上の優れた実績を有する者が

配置されていること。 

【観点 １０-１-２-２】専門分野について、優れた知識・経験および高度の技術・技能を有

する者が配置されていること。 

【観点 １０-１-２-３】専任教員として、担当する専門分野に関する教育上の指導能力と高

い見識があると認められる者が配置されていること。 

 

【基準 １０-１-３】 

カリキュラムにおいて、専任教員の科目別配置等のバランスが適正であること。 

 

【観点 １０-１-３-１】薬学における教育上主要な科目において、専任の教授または准

教授が配置されていること。 

【観点 １０-１-３-２】専任教員の年齢構成に著しい偏りがないこと。 

 

【基準 １０-１-４】 

教員の採用および昇任が、適切に実施されていること。 

 

【観点 １０-１-４-１】教員の採用および昇任に関する適切な規程が整備されていること。 

【観点 １０-１-４-２】教員の採用および昇任においては、規程に基づき、研究業績のみ

に偏ることなく、教育上の指導能力等が十分に反映された選考が

行われていること。 

 

（１０-２） 教育研究活動 

【基準 １０-２-１】 

教育研究上の目的に沿った教育研究活動が行われていること。 

 

【観点 １０-２-１-１】教員は、教育および研究能力の維持・向上に取り組んでいること。 

【観点 １０-２-１-２】教員は、教育目標を達成するための基礎となる研究活動を行っ

ていること。 

【観点 １０-２-１-３】教員の活動が、最近５年間における教育研究上の業績等で示さ

れ、開示されていること。 

【観点 １０-２-１-４】薬剤師としての実務の経験を有する専任教員が、常に新しい医療に

対応するために研鑽できる体制・制度の整備に努めていること。 

 



【基準 １０-２-２】 

教育研究上の目的に沿った研究活動が行えるよう、研究環境が整備されていること。 

 

【観点 １０-２-２-１】研究室が適切に整備されていること。 

【観点 １０-２-２-２】研究費が適切に配分されていること。 

【観点 １０-２-２-３】研究時間を確保するために、教員の授業担当時間数が適正な範囲

内となるよう努めていること。 

【観点 １０-２-２-４】外部資金を獲得するための体制が整備されていることが望ましい。 

 

【基準 １０-２-３】 

教員の教育研究能力の向上を図るための組織的な取組み（ファカルティ・デベロップメント）が適

切に行われていること。 

 

【観点 １０-２-３-１】教員の教育研究能力の向上を図るための組織・体制が整備されてい

ること。 

【観点 １０-２-３-２】教員の教育研究能力の向上を図るための取組みが適切に実施さ

れていること。 

【観点 １０-２-３-３】授業評価アンケートなどを通じて、授業の改善に努めていること。 

 

（１０-３）職員組織 

【基準 １０-３-１】 

教育研究活動の実施を支援するため、職員の配置が学部・学科の設置形態および規模に応じて適切

であること。 

 

【観点 １０-３-１-１】教育研究活動の実施支援に必要な資質および能力を有する職員が

適切に配置されていること。 

【観点 １０-３-１-２】教育上および研究上の職務を補助するため、必要な資質および能

力を有する補助者が適切に配置されていることが望ましい。 

【観点 １０-３-１-３】教員と職員が連携して資質向上を図っていることが望ましい。 

 

 

学習環境 

１１ 学習環境 

【基準 １１-１】 

教育研究上の目的に沿った教育を実施するための施設・設備が整備されていること。 

 

【観点 １１-１-１】効果的教育を行う観点から、教室の規模と数が適正であること。な

お、参加型学習のための少人数教育ができる教室が確保されている

ことが望ましい。 



【観点 １１-１-２】実習・演習を行うための施設（実験実習室、情報処理演習室、動物

実験施設、RI教育研究施設、薬用植物園など）の規模と設備が適切

であること。 

【観点 １１-１-３】実務実習モデル・コアカリキュラムに準拠した実務実習事前学習を実施

するため、適切な規模の施設（模擬薬局・模擬病室等）・設備が整備さ

れていること。 

【観点 １１-１-４】卒業研究の内容に相応しい施設・設備が適切に整備されていること。

  

【基準 １１-２】 

適切な規模の図書室・資料閲覧室や自習室が整備され、教育研究上の目的に沿った教育研究活動に

必要な図書および学習資料などが適切に整備されていること。 

 

【観点 １１-２-１】適切な規模の図書室・資料閲覧室が整備されていること。 

【観点 １１-２-２】教育研究上の目的に沿った教育研究活動に必要な図書および学習

資料（電子ジャーナル等）などが適切に整備されていること。 

【観点 １１-２-３】適切な規模の自習室が整備されていることが望ましい。 

【観点 １１-２-４】図書室・資料閲覧室および自習室の利用時間が適切に設定されて

いることが望ましい。 

 

 

外部対応 

１２ 社会との連携 

【基準 １２-１】 

教育・研究活動を通じて、医療・薬学の発展および薬剤師の資質向上に貢献するよう努めていること。 

 

【観点 １２—１-１】医療界や産業界と連携し、医療および薬学の発展に努めていること。 

【観点 １２-１-２】地域の薬剤師会、病院薬剤師会、医師会などの関係団体および行政

機関との連携を図り、薬学の発展に貢献するよう努めていること。 

【観点 １２-１-３】薬剤師の資質向上を図るために卒後研修など生涯学習プログラムの

提供に努めていること。 

【観点 １２-１-４】地域住民に対する公開講座を開催するよう努めていること。 

【観点 １２-１-５】地域における保健衛生の保持・向上につながる支援活動などを積極

的に行っていることが望ましい。 

 

【基準 １２-２】 

教育研究活動を通じて、医療および薬学における国際交流の活性化に努めていること。 

 

【観点 １２-２-１】英文によるホームページなどを作成し、世界へ情報を発信するよう

に努めていること。 



【観点 １２-２-２】大学間協定などの措置を積極的に講じ、国際交流の活性化のための活

動が行われていることが望ましい。 

【観点 １２-２-３】留学生の受入や教職員・学生の海外研修等を行う体制が整備されてい

ることが望ましい。 

 

 

点検 

１３ 自己点検・評価 

【基準 １３-１】 

適切な項目に対して自ら点検・評価し、その結果が公表されていること。 

 

【観点 １３-１-１】自己点検・評価を行う組織が設置されていること。 

【観点 １３-１-２】自己点検・評価を行う組織には、外部委員が含まれていることが

望ましい。 

【観点 １３-１-３】自己点検・評価を行うに当たって、適切な項目が設定されていること。 

【観点 １３-１-４】設定した項目に対して自己点検・評価が行われていること。 

【観点 １３-１-５】自己点検・評価の結果がホームページなどで公表されていること。 

 

【基準 １３-２】 

自己点検・評価の結果が教育研究活動の改善等に活用されていること。 

 

【観点 １３-２-１】自己点検・評価の結果を教育研究活動に反映する体制が整備され

ていること。 

【観点 １３-２-２】自己点検・評価の結果が教育研究活動の改善に反映されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考） 

 

『基準』数および『観点』数 

大項目 中項目 『基準』数 『観点』数 

教育研究上の目的 １ 教育研究上の目的 1 1 5 

薬学教育カリキュラム 

２ カリキュラム編成 2 

25 

 

7 

３ 医療人教育の基本的内容 8 25 

４ 薬学専門教育の内容 4 9 

５ 実務実習 9 29 

６ 問題解決能力の醸成のための教育 2 9 

学生 

７ 学生の受入 3 

17 

8 

８ 成績評価・進級・学士課程修了認定 6 17 

９ 学生の支援 8 20 

教員組織・職員組織 １０ 教員組織・職員組織 8 8 24 

学習環境 １１ 学習環境 2 2 8 

外部対応 １２ 社会との連携 2 2 8 

点検 １３ 自己点検・評価 2 2 7 

(合計数) 57 176 



 

 

【資料２】 

 

薬学教育シラバスの作成について 

 

本機構は、平成 20年 8月 27日に「第２回薬学教育第三者評価に関するワークショップ」

を開催し、「薬学教育評価のエビデンスとしてのシラバス～現在のシラバスは薬学教育プロ

グラムの内容を適切に表していますか？～」をテーマに協議しました。その協議結果を受

け、全国薬科大学長・薬学部長会議（平成 20年 11月 21日）に薬学教育評価のエビデンス

となりうるシラバスの作成に向けて、平成 21年度よりシラバスおよび関連資料に記載する

よう努める項目およびその項目を掲載した「薬学教育評価のエビデンス」となりうるシラ

バスを『薬学教育シラバス』と称することを提案し、承認されました。 

 平成 23年度に実施したトライアル評価を機に本機構評価委員会において、あらためて下

記の項目をシラバス作成時に記載することを薬学部薬学科に依頼することを決定しました。 

 

  「薬学教育シラバス」に記載する項目 

 

１）カリキュラム全体にかかわる事項の記載 

・カリキュラム・マップ 

・薬学教育モデル・コアカリキュラムの学生への紹介（学生便覧等でも可） 

・実務実習モデル・コアカリキュラムの学生への紹介（学生便覧等でも可） 

 

２）各科目についての基本的記載項目  

・授業科目名 

・担当教員および所属 

・履修年次 

・必修・選択科目の区別 

・単位数 

・授業概要および目標※ 

・大学独自の薬学専門教育に相当する内容の明示 

・授業方法（講義、演習、実習、体験学習、SGD、PBL、ロールプレイ、e-learning

など）を具体的に明記 

・授業計画（１回ごとの授業内容および薬学教育モデル・コアカリキュラムとの

対応） 

・成績評価の基準および方法（試験、レポート、観察記録等） 

・進級基準（学生便覧でも可） 

・教材（教科書、参考書など） 

・オフィスアワー 

 

（※：ここで言う「目標」とは、薬学教育モデル・コアカリキュラムの一般目

標（GIO）および到達目標（SBOs）の両方に相当します。） 

 



   

 

                               【資料３】 

 

評価対象大学の決定方法について 

 

１．評価対象大学の実施予定数について 

（１）平成 29年度の評価対象大学の数は 13校とする。 

（２）平成 30年度の評価対象大学の数は 13校とする。 

（３）平成 31年度の評価対象大学の数は 13校とする。 

 

２．決定方法について 

  （１）公募による選出方法を原則とし、申し出のあった大学数が予定より多い場合は

申し出のあった大学から抽選を行って決定する。また、少ない場合はその不足

数について、申し出のなかった大学から抽選を行って決定する。 

（２）毎年度 12月頃に開催される第２回全国薬科大学長・薬学部長会議総会で公募日

程等詳細について告知を行い、希望する大学は所定の方法により本機構事務局

へ申し出ることとする。なお、公募期間は告知を行った次年度５月末までとす

る。 

（３）告知を行った次年度６月頃に開催される第１回全国薬科大学長・薬学部長会議

総会において評価対象大学を決定する。なお、必要があれば抽選を行う。 

 

３．平成 29年度評価対象大学の決定方法について 

  （１）評価チームを構成する評価実施員の委嘱等および対象大学の設立形態を考慮し、

下表のとおり、平成 29年度の評価対象大学 13校を決定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

  （２）公募により申し出のあった大学を二つの設立形態にわけ、それぞれについて、

上記の「２．決定方法について」に準じた方法により対象大学を決定する。 

   なお、設立形態に加えて地域を考慮して決定する。 

     

設立形態 大学数（校） 選出数（校） 

国公立 10 3 

私 立 29 10  



        
薬科大学・薬学部（全 74校）の設置形態と地域区分表 

薬学教員名簿（薬学教育協議会出版）の地域区分を参考 

 

 

設置形態 東 日 本 西 日 本  

国公立 
 

（17校） 

北海道大学薬学部 名古屋市立大学薬学部 1 

東北大学薬学部 京都大学薬学部 2 

千葉大学薬学部 大阪大学薬学部 3 

東京大学薬学部 岡山大学薬学部 4 

富山大学薬学部 広島大学薬学部 5 

金沢大学薬学部 徳島大学薬学部 6 

岐阜薬科大学 九州大学薬学部 7 

静岡県立大学薬学部 長崎大学薬学部 8 

 
熊本大学薬学部 9 

私 立 
 

（57校） 

北海道医療大学薬学部 名城大学薬学部 1 

北海道薬科大学 金城学院大学薬学部 2 

青森大学薬学部 愛知学院大学薬学部 3 

岩手医科大学薬学部 鈴鹿医療科学大学薬学部 4 

東北薬科大学 立命館大学薬学部 5 

奥羽大学薬学部 京都薬科大学 6 

いわき明星大学薬学部 同志社女子大学薬学部 7 

国際医療福祉大学薬学部 大阪薬科大学 8 

高崎健康福祉大学薬学部 近畿大学薬学部 9 

城西大学薬学部 摂南大学薬学部 10 

日本薬科大学 大阪大谷大学薬学部 11 

東邦大学薬学部 神戸学院大学薬学部 12 

日本大学薬学部 神戸薬科大学 13 

東京理科大学薬学部 兵庫医療大学薬学部 14 

千葉科学大学薬学部 武庫川女子大学薬学部 15 

城西国際大学薬学部 姫路獨協大学薬学部 16 

帝京平成大学薬学部 就実大学薬学部 17 

北里大学薬学部 安田女子大学薬学部 18 

慶應義塾大学薬学部 福山大学薬学部 19 

昭和大学薬学部 広島国際大学薬学部 20 

星薬科大学 徳島文理大学薬学部 21 

東京薬科大学薬学部 徳島文理大学香川薬学部 22 

明治薬科大学 松山大学薬学部 23 

武蔵野大学薬学部 第一薬科大学 24 

昭和薬科大学 福岡大学薬学部 25 

帝京大学薬学部 長崎国際大学薬学部 26 

横浜薬科大学 崇城大学薬学部 27 

新潟薬科大学薬学部 九州保健福祉大学薬学部 28 

北陸大学薬学部 
 

29 



 

 

【資料４】 

 

 

薬学教育評価機構の評価における訪問調査の際の 

追・再度試験を含む定期試験の問題と答案および成績記録の取り扱いについて 

 

 

１ 訪問調査時に閲覧する試験問題および答案の対象は、原則として講義科目に属す

る全科目とする。ただし、演習あるいは実習科目であっても筆記試験が実施され、

その結果がその科目の評価に際して５割以上の割合で考慮するとされている場合に

は保管の対象とする。 

なお、教養科目および全学共通科目については各大学の定めるところによる。 

 

 

２ 訪問調査時に閲覧する問題および答案は、自己点検・評価対象年度およびその前

年度の前・後期、さらに評価実施年度の前期分とする。ただし、遡って他の年度の

問題・答案の提示を求めることもある。 

 

 

３ 答案は、成績評価の付されたものであること。コピーでも電子データでもよい。 

 

 

４ 学期中の小テストやレポートも成績評価の対象としている場合、説明責任の点か

らそれらの保管が奨励されるが、義務づけるものではない。 

 

以上 



【資料５】 

 

評価事業基本規則施行細則第５号  

守秘義務に関する規則 

（目的） 

第１条 一般社団法人 薬学教育評価機構（以下「本機構」という）評価事業基本規則第

４条の定めにより、本機構が行う薬学教育評価において、評価者の守秘義務に関する事

項を定めることを目的とする。 

 

（評価者） 

第２条 本規則における「評価者」とは、以下の各号に該当するものをいう。 

  （１）本機構の薬学教育評価に従事するすべての委員会の委員 

  （２）前号の委員会の下に設置された評価チームの評価実施員 

  （３）その他必要に応じて設置された委員会の評価の判定に直接かかわる委員 

 

（情報の範囲） 

第３条 評価者が評価活動を通して収集した情報は、薬学教育評価以外の目的に使用して

はいけない。 

 

（守秘義務） 

第４条 評価者は、以下の各号に掲げる事項についていかなる情報も他へ漏らしてはいけ

ない。 

  （１）薬学教育評価申請大学（以下「当該大学」という）の評価者であること 

（２）当該大学の評価活動を通して得られた情報 

（３）当該大学の関係者の個人情報 

（４）当該大学の評価にあたり、他の評価者の個人情報 

（５）その他総合評価評議会で必要とされる事項 

２ この守秘義務は、評価活動終了後も継続するものとする。 

 

（情報の管理） 

第５条 評価者は、評価の過程で知り得た当該大学から提出された資料および情報、評価

に関わる他の評価者の個人情報を厳重に管理すること。 

２ 本機構事務局から送付された当該大学に関する資料は評価終了後、すみやかに本機構

事務局に返却しなければならない。 

３ 評価者は、評価の過程で記録した会議議事録および評価者や本機構事務局との間に取

り交わした書簡（電子メールを含む）を当該大学の評価終了後に破棄する。 

４ 本機構事務局は、当該大学が提出した諸資料について、一部保存するほかは、外部に

漏えいすることがないよう、適切な方法で処分する。 



（その他） 

第６条 この規則の改定は、総合評価評議会が決定する。 

２ 総合評価評議会は、この規則の改廃にあたり、評価に従事するすべての委員会から意

見を聴くことができる。 

 

附則  この規則は、平成 22年 6月 1日から施行し、同年 4月 1日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【資料６】 

評価事業基本規則施行細則第６号  

薬学教育評価機構の大学評価に従事する評価者 

および本機構事務局職員倫理規則 

 

（目的） 

第１条  一般社団法人薬学教育評価機構（以下、「本機構」という。）は、薬学教育プロ

グラムの評価に従事する評価者が、薬科大学・薬学部の質的向上および教育研究の改善

に貢献することを使命とし、公正誠実に評価活動を行うためにこの倫理規則を定める。 

 

（評価者） 

第２条  本規則における「評価者」とは、以下の各号に該当するものをいう。 

（１）本機構の薬学教育評価に従事するすべての委員会の委員 

  （２）前号の委員会の下に設置された評価チームの評価実施員 

  （３）その他必要に応じて設置された委員会の評価の判定に直接かかわる委員 
 

（利害関係者） 

第３条 この規則において「利害関係者」とは、薬学教育プログラムの評価を申請、また

は申請を予定している薬科大学・薬学部の役員および専任の教職員をいう。 

 

（倫理規範） 

第４条 評価者および本機構事務局職員は、その使命を自覚し、１～３号に掲げる事項を

評価活動に係る倫理の保持をはかるために遵守すべき規準として、行動しなければなら

ない。 

（１）評価者および本機構事務局職員は、評価の過程で知り得た情報について、利害

関係者あるいは第三者に漏らしてはいけない。  

（２）評価者および本機構事務局職員は、利害関係者から贈与等を受ける等の社会か

らの疑惑や不信を招くような行為をしてはならない。 

（３）評価者および本機構事務局職員は、常に公私の別を明らかにし、評価に係る活

動や地位を自らの属する組織の私的利益のために用いてはならない。 
 

 (講演等に関する規制) 

第５条  評価者および本機構事務局職員は、利害関係者からの依頼に応じて、本機構の評

価に関する講演、討論、講習もしくは研修における指導もしくは知識の教授、著述、監

修、編纂をしようとする場合は、あらかじめ本機構事務局長の承認を得なければならな

い。 

 

（その他） 

第６条  この規則の改廃は、総合評価評議会が決定する。 

 

附則  

１ この規則は、平成 22年 6月 1日から施行し、同年 4月 1日から適用する。 



【資料７】 

一般社団法人 薬学教育評価機構 

個人情報の保護に関する規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、個人情報保護に関する法律および個人情報保護に関する法律施行例

に基づき、一般社団法人薬学教育評価機構（以下「本機構」という）における個人情報

の取り扱いに関する基本的事項を定め、本機構の評価業務の適正・円滑な運営を実施し

つつ、個人のプライバシーの保護に資することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この規則における用語の定義は、次のとおりとする。 

  １）個人情報 

    生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等により特定の個人を識別できるものをいう。 

  ２）個人データ 

    特定の個人情報についてコンピュータを用いて検索することができるように体系

的に構成したもの、または特定の個人情報を容易に検索することができるように

体系的に構成したものとして政令で定めるものをいう。 

 

（責務） 

第３条 本機構は、個人情報保護の重要性を十分に認識し、個人情報の取り扱いに関連す

る権利や利益の侵害の防止について、必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 本機構の業務に従事している者は、この規則ならびに関連法令を遵守しなければなら

ない。職務上知り得た個人情報を漏えいし、または不当に利用してはならない。その職

を退いた後も同様とする。 

 

（管理責任者） 

第４条 個人情報の適正な管理および保護を図るため、統括管理責任者と運用管理責任者

を置く。 

２ 統括管理責任者は理事長があたり、個人情報のための業務について責任と権限を持つ。 

３ 運用管理責任者は事務局長があたり、業務に係る個人情報の取得、利用、管理等の運

用について、適正に処理する責任を持つ。 

 

（利用目的の特定） 

第５条 個人情報の取り扱いに当たっては、本機構の業務の遂行上必要な範囲で、その利

用目的を可能な限り特定しなければならない。 

２ 本機構は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と同様の関連があると認

められる範囲を超えてはならない。同様の関連性の有無についての判断は、総括管理責

任者が行う。 



（収集の制限） 

第６条 個人情報の取得は、適正かつ公正に行わなければならない。 

２ 個人情報は次にあげる場合を除き、本人から直接取得する。 

  １）本人の同意があるとき。 

  ２）法令等に定めがあるとき。 

  ３）出版、報道等により公表されているとき。 

  ４）個人の生命、身体または財産の保護のために緊急に必要があるとき。 

  ５）その他、本人以外の者から収集することに、相当の理由があるとき。 

 

（利用目的の通知等） 

第７条 本機構は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している

場合を除き、速やかにその利用目的を本人に通知するか、または公表しなければならな

い。 

２ 本機構は、利用目的を変更した場合、変更された利用目的を本人に通知するか、また

は、公表しなければならない。 

３ 前２項の規則は、次の場合には適用しない。 

  １）利用目的を本人に通知し、または、公表することにより第三者の生命、身体、財

産その他の権利利益を害する恐れのある場合。 

  ２）利用目的を本人に通知し、または公表することによって本機構の権利または正当

な利益を害する恐れのある場合。 

  ３）法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で、利用目的

を本人に通知し、または公表することにより当該事務の遂行に支障をきたす恐れ

のある場合。 

  ４）取得の状況から判断して、利用目的が明らかであると認められる場合。 

 

（利用および提供の制限） 

第８条 収集した個人情報は、定められた目的以外の目的に利用、または提供してはなら

ない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときはこの限りではない。 

  １）法令に基づいて利用し、または提供するとき。 

  ２）本人の同意に基づいて利用し、または提供するとき、および本人に提供するとき。 

  ３）個人の生命、身体または財産の保護のために緊急に必要があるとき。 

  ４）その他利用し、または提供することに、相当の理由があるとき。 

 

（個人データの適正管理） 

第９条 個人データは、定められた目的の範囲内で、正確、安全かつ最新のものとして保有

しなければならない。 

２ 個人データは、漏えい、毀損、改ざん、滅失の防止その他適切な管理を行うために必要

な措置が講じられなければならない。 

３ 不必要となった個人データは、確実かつ迅速に廃棄または消去されなければならない。 



（苦情の処理） 

第 10条 本機構は、個人情報の取り扱いに対する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければ

ならない。 

 

（漏えい等の事実の追加） 

第 11条 本機構の役員および職員ならびに本機構の業務に従事する者により、保有する個人

情報の漏えいがあった場合は、速やかに総括管理責任者に報告するとともに、漏えいの内

容を個人情報の本人に通知する。 

 

 

附則 この規則は、平成 22年 5月 17日から施行し、同年 4月 1日から適用する。 



 

【資料８】 

 

一般社団法人薬学教育評価機構 

評 価 実 施 員 の 選 出 に 関 す る 規 則 

 

（目的） 

第１条 本規則は、一般社団法人 薬学教育評価機構（以下「機構」という）評価事業基

本規則第 33条に定めるところにより、評価実施員の選出に関して必要な事項を定める

ことを目的とする。 

 

（推薦母体） 

第２条 評価実施員の候補者は、以下から推薦された者とする。 

（１）社員である薬科大学・薬学部が推薦する現職の専任教員 

（２）社員である日本薬剤師会および日本病院薬剤師会が推薦する薬剤師 

（３）評価委員会が推薦する薬剤師育成の教育・研究に見識を持つ有識者 

２ 推薦された者は、本機構の評価者研修委員会が開催する評価者研修会の全課程を

原則として受講しなければならない。 

 

（評価実施員の選任） 

第３条 評価実施員は、評価実施員候補者の中から評価委員会幹事会が選出し、本機構評

価事業基本規則第 19条第 2項に定めるところにより、評価委員会が選任する。 

 

（その他） 

第４条 この規則の改廃は、評価委員会が決定する。 

 

 

附則 この規則は、平成 23年 3月 1日から施行する。 

 



 

【資料９】 

一般社団法人 薬学教育評価機構 評価事業基本規則 

 

目 次 

第１章 総則 

第２章 総合評価評議会 

第３章 評価委員会 

第４章 評価実施員 

第５章 基準・要綱検討委員会 

第６章 異議審査委員会 

第７章 その他 

附則 

 

 

第１章 総則 

（目的）  

第１条 一般社団法人薬学教育評価機構（以下「機構」という）は、我が国における薬学

教育機関の教育の質を保証するために、薬学教育プログラムの公正かつ適正な評価等を

行い、教育研究活動の充実・向上を図ることを通して、国民の保健医療、保健衛生、な

らびに福祉に貢献することを目的とする。 

 

（付帯業務） 

第２条 機構は、前条の評価事業に付帯して、評価を適切に行うための薬科大学・薬学部

および薬剤師養成制度全般に関する情報収集と調査研究、評価依頼校への適宜の情報提

供、薬剤師養成教育に関する調査研究等付帯業務を行う。 

 

（評価事業） 

第３条 評価事業およびその付帯業務は、機構理事会の委託にもとづき、第２章で定める

総合評価評議会およびその下部組織がこれを行う。 

２ 総合評価評議会の下部組織は、評価委員会、基準・要綱検討委員会、異議審査委員会

から構成される。 

３ 評価事業である薬学教育プログラムの評価は、総合評価評議会において策定する「薬

学教育評価 評価基準」、「薬学教育評価 実施要綱」および「薬学教育評価 実施規則」

に基づき実施される。 

４ 総合評価評議会において、所定の手続に基づいて作成、もしくは修正された評価報告

書は、所定の手続に従い機構の評価報告書として確定し、理事長名で公表される。 



 

（守秘義務） 

第４条 機構ならびに評価事業に関わる者は、評価事業およびその付帯業務の遂行により

取得した薬科大学・薬学部およびその関係者に関する秘密の情報について、守秘義務を

負う。但し、総合評価評議会が第１条の評価事業の実施・公表のために必要と認めた場

合を除く。 

 

 

第２章 総合評価評議会 

（目的） 

第５条 評価事業の最高意思決定機関として、総合評価評議会を設ける。 

 

（権限） 

第６条 総合評価評議会は、以下の権限を有する。 

(1) 評価報告書を作成する。 

(2) 「薬学教育評価 評価基準」、「薬学教育評価 実施要綱」および「薬学教育評価 実

施規則」の策定・変更等評価事業およびその付帯業務の基本的事項を決定する。 

(3) 評価委員会、基準・要綱検討委員会、異議審査委員会の各委員を選任する。 

(4) 評価報告書に対する薬科大学・薬学部からの異議の採否を決定し、必要があるとき

は評価報告書を修正する。 

(5) この基本規則の改正案を決定する。 

(6) その他、機構理事会から委託された事項を行う。 

 

（構成） 

第７条 総合評価評議会は、16名程度の総合評価評議員をもって構成する。総合評価評議

員のうち５名程度が薬科大学・薬学部関係者、４名程度が実務薬剤師、７名程度が有識

者（医療関係者および大学評価関係者を含む）とすることを原則とする。 

 

（総合評価評議員の選任） 

第８条 総合評価評議員は、機構理事会において選任する。 

 

（任期） 

第９条 総合評価評議員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 欠員を補うために選任された総合評価評議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 

 



 

（総合評価評議会議長） 

第10条 総合評価評議会議長は、総合評価評議員の互選により決する。 

２ 総合評価評議会議長は、総合評価評議会の代表として評議会を統括する。 

３ 総合評価評議会議長は、副議長１名を選任し、議長を補佐させる。 

 

（総合評価評議会の開催） 

第11条 通常総合評価評議会は、原則として毎年２回定時に開催する。 

２ 臨時総合評価評議会は、次の各号に掲げる事由の一に該当する場合に開催する。 

(1) 評価報告書に対する薬科大学・薬学部からの異議を審理する必要があるとき。 

(2) 機構理事長または総合評価評議会議長が必要と認めたとき。 

(3) 総合評価評議員現在数の３分の１以上から、会議の目的である事項を記載した書面

をもって招集の請求があったとき。 

３ 前項(1)の異議の審理は、第63条所定の異議審査委員会の異議審査書が総合評価評議会

に提出された後に行なわれる。 

 

（招集） 

第12条 総合評価評議会は、総合評価評議会議長が招集する。 

 

（定足数） 

第13条 総合評価評議会は、総合評価評議員現在数の過半数の出席がなければ、議事を開

き議決することができない。 

 

（議決） 

第14条 総合評価評議会の議事は、別段の定めがある場合を除き、出席した総合評価評議

員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

２ 総合評価評議員は、その所属もしくは利害関係を有する薬科大学・薬学部に関する議

事に参加できない。 

 

（書面表決） 

第15条 やむを得ない理由のため総合評価評議会に出席できない総合評価評議員は、あら

かじめ通知された事項について書面をもって表決することができる。 

２ 前項の場合における前２条の規定の適用については、その総合評価評議員は出席した

ものとみなす。 

 

 



 

（議事録） 

第16条 総合評価評議会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

 

（総合評価評議会運営規則） 

第17条 総合評価評議会は、その運営に関して、別途、総合評価評議会運営規則を設ける。 

 

 

第３章 評価委員会 

（目的） 

第18条 評価事業およびその付帯業務に関する具体的な事項を決定し、評価報告書原案の

作成を行う機関として、評価委員会を設ける。 

 

（権限） 

第19条 評価委員会は、以下の権限を有する。 

(1) 評価報告書原案を作成する。 

(2) 評価実施員を選任し、または解任する。 

(3) 評価する薬科大学・薬学部ごとに評価チームを編成する。 

(4) 評価委員会の幹事を互選する。 

(5) 評価事業およびその付帯業務についての諸事項で、基準・要綱検討委員会、異議審

査委員会の担当でないものにつき、これを検討する。 

 

（構成） 

第20条 評価委員会は、20名程度の評価委員をもって構成する。評価委員のうち、12名程

度が薬科大学・薬学部の専任教員あるいはその経験者、４名程度が実務薬剤師、４名程

度が有識者とすることを原則とする。 

 

（評価委員の選任） 

第21条 評価委員は、総合評価評議会において選任する。 

 

（任期） 

第22条 評価委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 欠員を補うために選任された評価委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（役員） 

第23条 評価委員会には、委員長１名と副委員長若干名を置く。委員長は、総合評価評議

会が指名し、副委員長は委員長の指名により決する。 



 

（開催） 

第24条 評価委員会は、隔月開催を原則として、必要に応じて開催する。 

 

（招集） 

第25条 評価委員会は、総合評価評議会議長または評価委員会の委員長が招集する。 

 

（議長） 

第26条 評価委員会の議長は、委員長が務めるものとする。委員長が欠けるときは、副委

員長のうち１名がこれに当たる。 

 

（議決） 

第27条 評価委員会の議事は、別段の定めがある場合を除き、出席した評価委員の過半数

をもって決し、可否同数のときは議長の決するところとする。 

２ 評価委員は、その所属もしくは利害関係を有する薬科大学・薬学部に関する議事に参

加できない。 

 

（議事録） 

第28条 評価委員会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

 

（秘密会） 

第29条 評価委員会は、出席した評価委員の過半数の同意があれば、これを秘密会とする

ことができる。この場合には、前条の議事録は作成を要しない。 

 

（評価委員会運営規則） 

第 30条 評価委員会はその運営に関して、別途、評価委員会運営規則を設ける。 

 

 

 

第４章 評価実施員 

（目的） 

第31条 評価実施員は、薬科大学・薬学部の自己点検・評価書その他の資料を調査し、訪

問調査を行い、評価チーム報告書を作成する等の職務を行う。 

 

（評価実施員名簿） 

第32条 評価実施員に選任された者は、評価実施員名簿にその氏名、所属、連絡先を登載す

る。 



 

（評価実施員） 

第33条 評価実施員は評価委員会により選任されるものとし、総合評価評議員、評価委員

会委員との兼任を妨げない。なお、評価実施員の選出については、別途定める。 

 

（評価チーム） 

第34条 評価チームは、評価する薬科大学・薬学部ごとに評価委員会が編成することとし、

原則として、評価実施員５名から成るものとする。なお、評価実施員の構成については、

原則として、実務薬剤師であって教育研究活動に識見を有する者を含むこととする。 

２ 前項の評価実施員数は増減されることがある。 

３ 評価対象の薬科大学・薬学部に所属もしくは利害関係を有する者は、当該薬科大学・

薬学部の評価チームの評価実施員となることはできない。 

 

（権限） 

第35条 評価実施員は、評価委員会で決定された評価チームの一員として、評価を行う薬

科大学・薬学部の自己点検・評価書その他の資料の調査および訪問調査を行い、評価に

ついての調査結果および意見を記載した評価チーム報告書を作成し、評価委員会へ提出

する。 

 

（主査・副査） 

第36条 評価チーム５名のうち、主査１名および副査１名を評価委員会が選任する。 

 

（主査・副査の権限） 

第37条 主査は、評価チームを統率するとともに、評価チーム報告書を取りまとめる。 

２ 副査は、主査を補佐し、主査に事故あるときはこれに代わって主査の職務を行う。 

 

（評価実施員の義務） 

第38条 評価実施員は、原則として、機構が行う評価実施員研修等に参加しなければなら

ない。 

 

（任期・辞任・解任） 

第39条 評価実施員の任期は、２年とする。ただし再任を妨げない。 

２ 評価実施員がこれを辞する場合には、評価委員会宛てに文書で理由を付して届け出る。 

３ 評価委員会は、評価実施員が、心身の故障により十分な評価活動ができないと認める

場合および評価実施員としての品位を欠く行いがあると認める場合には、これを解任で

きる。 

 



 

第５章 基準・要綱検討委員会 

（目的） 

第40条 評価事業およびその付帯業務を遂行するための評価基準、評価実施要綱、評価手

続等に関する原案等を作成し、総合評価評議会に答申する機関として基準・要綱検討委

員会を設ける。 

 

（権限） 

第41条 基準・要綱検討委員会は、以下の権限を有する。 

(1) 評価基準の原案または改正案を作成する。 

(2) 評価実施要綱の原案または改正案を作成する。 

(3) 評価手続等に関する具体的な事項案を作成する。 

 

（構成） 

第42条 基準・要綱検討委員会は、15名程度の委員をもって構成する。基準・要綱検討委

員のうち、９名程度が薬科大学・薬学部の専任教員あるいはその経験者、４名程度が実

務薬剤師、２名程度が有識者とすることを原則とする。 

 

（基準・要綱検討委員の選任） 

第43条 基準・要綱検討委員は、総合評価評議会において選任する。 

 

（任期） 

第44条 基準・要綱検討委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 欠員を補うために選任された基準・要綱検討委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（役員） 

第45条 基準・要綱検討委員会には、委員長１名と副委員長１名を置く。これらは、基準・

要綱検討委員会委員の互選により決する。 

 

（開催） 

第46条 基準・要綱検討委員会は、必要に応じて開催する。 

 

（招集） 

第47条 基準・要綱検討委員会は、総合評価評議会議長または基準・要綱検討委員長が招

集する。 

 



 

（議長） 

第48条 基準・要綱検討委員会の議長は、委員長が務めるものとする。委員長が欠けると

きは、副委員長がこれに当たる。 

 

（議決） 

第49条 基準・要綱検討委員会の議事は、別段の定めがある場合を除き、出席した基準・

要綱検討委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところとする。 

 

（議事録） 

第50条 基準・要綱検討委員会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

 

（基準・要綱検討委員会運営規則） 

第51条 基準・要綱検討委員会はその運営に関して、別途、基準・要綱検討委員会運営規

則を設ける。 

 

 

 

第６章 異議審査委員会 

（目的） 

第52条 評価報告書に対する薬科大学・薬学部からの異議を審査するため、総合評価評議

会が異議審査委員会を設ける。 

 

（権限） 

第53条 異議審査委員会は、薬科大学・薬学部から出された異議について、それが理由あ

るものか否かを審査し、審査結果を総合評価評議会に報告する。 

 

（構成） 

第54条 異議審査委員会は、６名程度の異議審査委員をもって構成する。 

 

（異議審査委員の選任） 

第55条 異議審査委員は、総合評価評議会において異議審査予備委員の中から選任する。 

２ 総合評価評議会は、予め異議審査予備委員を選任する。 

３ 異議審査の対象となる薬科大学・薬学部に所属もしくは利害関係を有する者は、当該

薬科大学・薬学部の異議審査に加わることはできない。 

４ 異議審査委員会委員長は、必要に応じて異議審査予備委員の中から指名した者を異議

審査委員とすることができる。 



 

（任期） 

第56条 異議審査委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 欠員を補うために選任された異議審査委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（委員長） 

第57条 異議審査委員会の互選により、異議審査委員会委員長１名を定める。 

 

（開催） 

第58条 評価報告書に対し、評価を受けた薬科大学・薬学部から出された異議は、異議審

査委員会に付託され、異議審査委員会が開催される。 

 

（招集） 

第59条 異議審査委員会は、異議審査委員会委員長が招集する。 

 

（議長） 

第60条 異議審査委員会の議長は、異議審査委員会委員長がこれを行う。 

 

（議決） 

第61条 異議審査委員会の議事は、原則として、出席し議事に参加した異議審査委員全員

の一致による。ただし、意見の一致を見るのが困難であると議長が判断した場合には、

多数決によることもできる。 

 

（秘密会） 

第62条 異議審査委員会の議事については、原則として秘密とする。但し、必要に応じて

議事要旨を作成する。 

 

（異議審査書の作成） 

第63条 異議審査委員会は、審査の結果について異議審査報告書を作成し、総合評価評議

会に提出する。 

 

（異議審査委員会運営規則） 

第64条 異議審査委員会は、その運営に関して、別途、異議審査委員会運営規則を設ける。 

 

 

 



 

第７章 その他 

（評価に関する諸規則） 

第65条 この基本規則に定めるもののほか、評価事業に関し必要な事項は、機構理事会の

授権にもとづいて、総合評価評議会がその取り扱いに関する規則を別途定める。 

 

（改正） 

第66条 この基本規則の改正は、総合評価評議会の発議に基づき機構理事会において行う。 

 

 

 

 

附則 

１ 本規則は、平成21年1月29日に制定し、同日より施行する。 

２ 初年度の事業年度の開始日は、施行日とする。 

３ この改正規則は、平成21年11月26日より施行する。 

４ この改正規則は、平成24年1月13日より施行する。 

５ この改正規則は、遡って平成23年3月1日を施行日とする。 

６ この改正規則は、平成24年11月12日より施行する。 

７ この改正規則は、平成27年4月1日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【資料10】 

薬学教育評価 実施規則 

（目的） 

第１条 この規則は、一般社団法人 薬学教育評価機構（以下、「機構」という。）が、

「評価事業基本規則」に基づいて行う薬学教育評価（以下、「評価」という。）の実施

に関する事項について定める。 

 

（評価の対象） 

第２条 評価の対象は、６年制薬学教育プログラム（以下、「薬学教育プログラム」とい

う。）とする。 

 

（評価の申請） 

第３条 評価を受ける大学（以下、「大学」という。）は、第４条に定める「自己点検・評

価書」と関連資料を添えて、所定の様式の申請書を機構理事長に提出する。 

２ 評価の申請は、評価実施年度の４月に受け付ける。 

３ 受理された申請は、原則として取り下げることができない。 

 

（評価のプロセス） 

第４条 大学は、申請前年度に機構の「評価基準」に従って自大学の薬学教育プログラム

を自己点検・評価した上で「自己点検・評価書」を作成し、申請時に関連資料を添え

て機構へ提出する。 

２ 機構は、大学が提出した「自己点検・評価書」と関連資料に対する書面調査および訪

問調査に基づいて、その薬学教育プログラムを評価する。 

３ 機構は、評価委員会又は評価チームの要求に基づき、評価実施中に追加の関連資料を

大学に対して求めることがある。 

４ 機構が大学ごとに実施する評価の手順は、以下の通りとする。 

① 評価チームが書面調査を行い、「評価チーム報告書案」を作成する。 

② 機構は、質問事項を付して「評価チーム報告書案」を当該大学へ送付し、質問事項

への回答と「評価チーム報告書案」に対する大学の意見を求める。 

③ 評価チームが訪問調査を行う。 

④ 評価チームは、書面調査と訪問調査の結果を基に「評価チーム報告書」を作成し、

評価委員会に提出する。 

⑤ 評価委員会は、「評価チーム報告書」を検討し、「評価報告書（委員会案）」を作

成する。 

 ⑥ 機構は、「評価報告書（委員会案）」を大学に送付し、事実誤認等の意見申立を受

付ける。 



 

⑦ 機構は、意見申立に対する見解を速やかに大学に回答する。 

⑧ 評価委員会は意見申立等を検討の上、「評価報告書原案」を作成し、総合評価評議

会に提出する。 

⑨ 総合評価評議会は、「評価報告書原案」を審議し、「評価報告書」を決定する。 

    

（評価の結果） 

第５条 評価の結果は、「適合」、「不適合」の総合判定によって示す。 

２ ただし、一部に改善すべき重要な問題点がある場合には、総合判定を保留し、評価を

継続することがある。 

３ 機構は、総合判定にその根拠となる総評、中項目ごとの概評、大学への提言を付記し

た「評価報告書」を作成する。なお、前項により評価を継続する場合でも、評価を継続

すると判断した時点を基準時とする「評価報告書」を作成する。 

 

（評価結果の通知および公表） 

第６条 機構は、「適合」および「不適合」の評価結果を「評価報告書」により大学の設

置者および申請者に理事長名で通知する。 

２ 第５条２項により評価が継続される大学に対しても、継続すると判定された時点を評

価の基準時とする「評価報告書」を大学の設置者および申請者に理事長名で通知する。 

３ 機構は、大学の設置者および申請者に通知した「評価報告書」を印刷物として刊行、

又は機構のウェブサイトへの掲載等の適切な方法で公表する。 

４ 機構は、大学から申請時に提出された「自己点検・評価書」を機構のウェブサイトに

掲載する。ただし、大学の自己点検・評価において根拠として別添で提出された資料・

データ等についてはこの限りではない。 

５ 機構は、「評価報告書」を文部科学省および厚生労働省へ提出する。 

  

（評価の認定期間） 

第７条 本評価において総合判定が「適合」となった場合の認定期間は、評価実施翌年度

の４月１日から７年間とする。 

２ 評価対象大学は、前項の規定にかかわらず、いつでも評価の実施を求めることができ

る。 

 

（情報公開） 

第８条 機構は、薬学教育プログラムの評価の透明性・客観性を高めるために、機構活動

に関わる事項について公表するとともに、その他の評価に関して保有する情報について

も、可能な限り、機構のウェブサイトへの掲載等適切な方法により提供する。 

２ 機構に対し、評価に関する保有文書の開示請求があった場合は、原則として開示する。 



 

３ 各大学から提出され、機構が保有することとなった文書の開示に当たっては、当該大

学と協議を行うこととする。 

 

（大学への提言への対応） 

第９条 大学への提言は、長所、助言、改善すべき点で構成する。 

２ 総合判定が「適合」であっても、大学は、改善すべき点で指摘された問題について原

則として本評価実施の翌年度から３年以内に、所定の様式の「提言に対する改善報告書」

を作成し、機構に報告しなければならない。 

３ 機構は、「提言に対する改善報告書」を評価委員会で検討し、総合評価評議会の審議

を経て、公表する。 

４ 助言は、改善を義務付けるものではないが、大学は、評価実施翌年度から原則として

３年以内に、大学としての対応を所定の様式の「提言に対する改善報告書」を作成して

機構に報告するものとする。 

 

（再評価） 

第10条 第５条２項により、評価が継続された大学は、評価実施翌年度から原則として３

年以内に、継続の理由として指摘された薬学教育プログラムの問題点を改善し、再評価

を申請しなければならない。 

２ 再評価の申請は、前項に定める期間内の毎年度６月末日までに、所定の様式の「再評価

申請書」、「再評価改善報告書」および添付資料等を理事長に提出することにより行う。 

３ 再評価では、評価委員会が指名する評価チームが「再評価改善報告書」および添付資料

等に対する書面調査、ならびに訪問調査を行うことを原則とする。ただし、評価委員会が

書面調査のみで改善が確認できると判断した場合は、訪問調査を省略することがある。 

４ 再評価では、評価チームの報告に基づいて評価委員会が再評価の対象となった問題点

の改善結果を評価し、本評価の結果と併せて、当該大学の薬学教育プログラムに対する

総合判定を「適合」又は「不適合」とした「再評価報告書」を作成する。 

５「再評価報告書」には、総合判定、総評のほか、改善すべき点および助言を付すことが

ある。 

６「再評価報告書」は総合評価評議会の審議を経て決定する。 

７ 機構は、再評価の結果を「再評価報告書」によって大学に通知し、これを公表する。 

８ 再評価の手続が期限内に行われなかった場合は、すでに公表されている本評価段階で

の「評価報告書」に「不適合」の総合判定と経緯の説明を付して公表する。 

９ 再評価では、総合判定を保留して評価を継続することはない。 

10 再評価において「適合」とされた場合の認定期間は、本評価の翌年度４月１日から起

算した正規の認定期間の残りの期間とする。 

 



 

（追評価） 

第11条 本評価において「不適合」と判定された大学は、１回に限り、「不適合」の理由と

して指摘された薬学教育プログラムの問題点を改善し、追評価を申請することができる。 

２ 追評価の申請は、評価実施翌年度以降、毎年度の６月末日までに、所定の様式の「追

評価申請書」および「追評価改善報告書」ならびに添付資料等を機構理事長に提出する

ことによって行う。 

３ 追評価では、評価委員会が指名する評価チームが「追評価改善報告書」および添付資

料等に対する書面調査、および訪問調査を行うことを原則とする。ただし、評価委員会

が書面調査のみで改善が確認できると判断した場合は、訪問調査を省略することがある。 

４ 追評価では、評価チームの報告に基づいて評価委員会が本評価において「不適合」の

理由となった問題点の改善結果を評価し、本評価の結果と併せて、当該大学の薬学教育

プログラムに対する総合判定を「適合」又は「不適合」とした「追評価報告書」を作成

する。 

５ 「追評価報告書」には総合判定、総評のほか、改善すべき点および助言を付すことが

ある。 

６ 「追評価報告書」は、総合評価評議会の審議を経て決定する。 

７ 機構は、追評価の結果を「追評価報告書」によって大学に通知し、これを公表する。 

８ 追評価において「適合」とされた場合の認定期間は、本評価の翌年度４月１日から起

算した正規の認定期間の残りの期間とする。 

 

（異議申立） 

第12条 総合判定が「適合」とならなかった大学に対しては、その結果（「不適合」、「評

価継続」）の変更を求める異議申立ての機会を設ける。 

２ 異議申立は、「評価報告書」を受領してから２週間以内に所定の様式の「異議申立書」

を作成し、機構理事長に提出する。 

３ 異議申立のあった場合には、「評価報告書」公表時に異議申立のあったことを公表す

る。 

４ 「異議申立書」は、総合評価評議会において選任された異議審査委員よりなる委員会

において、速やかに審査される。 

５ 異議審査委員会は、審査の結果について「異議審査報告書」を作成し、総合評価評議

会に提出する。 

６ 総合評価評議会は、提出された「異議審査報告書」を審議し、その結果を「異議審査

書」として、本機構理事長が大学に通知する。 

７ 「異議審査書」は、印刷物としての刊行又は機構のウェブサイトへの掲載等の適切な方法

で公表する。 

８ 大学は、「異議審査書」に対して異議を申立てることはできない。 



 

 

（評価手数料） 

第 13条 評価を申請する大学は、別に定める評価手数料を指定の期日までに納入しなければ

ならない。 

２ 評価手数料など、評価申請に要する諸費用については、別途定める。 

 

 

（評価後の重要な変更の届出） 

第14条 評価で「適合」となった大学は、評価に関わる教育研究活動等に重要な変更が生

じた場合、変更後３ヶ月以内にその内容を機構に届出なければならない。 

２ 前項の届出に対して機構は、総合評価評議会において当該大学の意見を聴取して「評

価報告書」に当該事項を付記する等、必要に応じた措置を講じる。 

３ 届出の方法、審査体制、届出対象範囲、通知方法等は別途定める。 

 

（認定の取消し） 

第15条 評価で「適合」となった大学において、第７条（再評価、追評価の場合はそれぞ

れの対応する条項）に定める期間内に、「自己点検・評価書」や機構に届け出ている基

本情報等の内容において、重大な虚偽報告や事実の隠蔽など、評価の結果に影響を与え

る意図的操作が認められることが判明したときは、総合評価評議会の判断により「認定」

を取消すことがある。 

 

（改正） 

第 16条 この規則の改正は、総合評価評議会において行う。 

 

 

 

附則 

１ 本規則は、平成 24年 11月 15日から施行する。 

２ 本規則は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

 



【資料 11】 

評価手数料に関する規則 

 

第１条 この規則は、一般社団法人薬学教育評価機構が実施する６年制薬学教育プログラム

の評価に関する評価手数料について定める。 

 

第２条 本評価に関する評価手数料は、申請１件当たり 3,000,000円とする。 

２ 再評価および追評価に関する評価手数料は、申請１件当たりそれぞれ 700,000円とする。 

３ 前項の評価手数料については、評価する内容に応じて、500,000円を上限として上乗せ

することがある。 

４ 前各項に定める評価手数料は、消費税分を上乗せして納入しなければならない。 

 

第３条 評価手数料は、指定の期日までに納入しなければならない。 

 

第４条 納入された評価手数料と消費税は原則として返却しない。 

 

第５条 この規則の改廃は、理事会が実施する。 

 

附則 この規則は、平成 25年 4月 1日から施行する。 

 



【資料 12】 

評価に関する用語集   

                           

 

学修成果の測定・把握の手段の一つ。ペーパーテスト等により学生の知識・能力等を測

定する方法の総称で、標準化テストとも呼ばれる。米国等で導入されているCLA,ETS® 

Proficiency Profile,CAAP,ETS® Major Field Tests等がこれに当たる。米国で導入さ

れているアセスメント・テストは、一般に、大学内で抽出された低学年・高学年双方の

学生が受験し、その点数の推移等で大学の教育効果を把握する目的で導入されているも

のであり、学生個々人の能力を判定するものとは異なる。 

（「文部科学省用語集」より抜粋） 

 

 

学生の学修成果の評価（アセスメント）について、その目的、達成すべき質的水準及び

具体的実施方法などについて定めた学内の方針。英国では、高等教育質保証機構（ＱＡ

Ａ：Quality Assurance Agency for Higher Education）が中心となって質保証に関す

る規範※を策定し、各大学が満たすべきアセスメントの質的水準や手法などについて規

定している。各大学では、これを踏まえて学内の方針を定めている。 

※ 「英国高等教育のための質規範」（UK Quality Code for Higher Education）。2011

年に同規範が策定される前は、「高等教育の質及び水準保証のための実施規範」（Code 

of practice for the assurance of academic quality and standards in higher education）

が同様の役割を担っていた。 

（「文部科学省用語集」より抜粋） 

 

 

医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のうち臨床に係る実践 
的な能力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程については、前 
項本文の規定にかかわらず、その修業年限は、六年とする。 

(「学校教育法」より抜粋） 

 

 

カリキュラム・ツリーは、教育研究上の目的を達成するために必要な授業科目の流れ、

および各授業科目のつながりを示したものである。学習内容の順次性と授業科目間の関

連性を同時に図示化したもの（フローチャート）であり、カリキュラムの年次進行、授

業科目間のつながり、授業科目と教育目標の達成との関係などカリキュラムの体系性が

アセスメント・ポリシー 

学校教育法第八十七条 ２ 

カリキュラム・ツリー 

アセスメント・テスト （学修到達度調査） 

 
 



一望できるようになっている。 

 

 

カリキュラム・マップは、ディプロマ・ポリシーを実現するための、カリキュラム作成

上の方針（カリキュラム・ポリシー）を示すために、作成する。カリキュラム・マップ

は、科目ごとに、学生がそれを履修することにより何が出来るようになるか（到達目標）

を表している。 

 

 

第二条 大学は、学部、学科又は課程ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研

究上の目的を学則等に定めるものとする。 

 

別表第一 学部の種類及び規模に応じ定める専任教員数 （第十三条関係） 
イ 医学又は歯学に関する学部以外の学部に係るもの 

 

学部の種類 一学科で組織する場合 

薬学関係（臨床に係る実践的な能力を

培うことを主たる目的とするもの） 

収容定員 専任教員数 

300～600名 28名 

 

備考 1 この表に定める教員数の半数以上は原則として教授とする。 

2 この表に定める教員数には、第十一条の授業を担当しない教員を含まない 

こととする。 

4 収容定員がこの表の定める数を超える場合は、薬学関係にあっては、収容 

定員 600人につき教員６人の割合により算出される数の教員を増加するも 

のとする。 

9 薬学分野に属する二以上の学科で組織される学部に薬学関係の一学科を置 

く場合における当該一学科に対する別表第一の適用については下欄中「一六」 

とあるのは、「二二」とする。 

10  薬学関係の学部に係る専任教員のうちには、文部科学大臣が別に定めると 

 ころにより、薬剤師としての実務の経験を有する者を含むものとする。 

 （「大学設置基準」より抜粋） 

 

別表第一イ 備考第九号（現行では十号）の規定に基づき薬学関係の学部に係る専 

任教員について定める件： 

  

 

大学設置基準 

カリキュラム・マップ 

 
 



  １ 大学設置基準別表第一イに規定する薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培う

ことを主たる目的とするもの）の学部に係る専任教員数に六分の一を乗じて算出

される数（小数点以下の端数があるときは、これを切り上げる。次項において「実

務の経験を有する専任教員数」という。）は、おおむね五年以上の薬剤師として

の経験を有する者とする。 

  ２ 実務の経験を有する専任教員に三分の二を乗じて算出される数（小数点以下の

端数があるときは、これを切り捨てる。）の範囲内については、専任教員以外の

者であっても、一年につき六単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編

成その他の薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするも

の）の学部の運営について責任を担うもので足りるものとする。 

（平成 18年 4月 1日施行） 

（文部科学省告示第百七十五号（平成十六年十二月十五日）（抄）より抜粋） 

 

 

米国で開発された学修評価の基準の作成方法であり、評価水準である「尺度」と、尺度

を満たした場合の「特徴の記述」で構成される。記述により達成水準等が明確化される

ことにより、他の手段では困難な、パフォーマンス等の定性的な評価に向くとされ、評

価者・被評価者の認識の共有、複数の評価者による評価の標準化等のメリットがある。 

コースや授業科目、課題（レポート）などの単位で設定することができる。国内におい

ても、個別の授業科目における成績評価等で活用されているが、それに留まらず組織や

機関のパフォーマンスを評価する手段とすることもでき、米国ＡＡＣ＆Ｕ（Association 

of American Colleges & Universities）では複数機関間で共通に活用することが可能

な指標の開発が進められている。 

（「文部科学省用語集」より抜粋） 

 

 

 

 

ルーブリック 
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